
(東京都書式 ) 20230307S‐ 1

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 ハンガー・フリー・ワール ド

1 事業の成果
令和 4年度は、(1)開発途上国における地域開発事業について、過年度に引き続きバングラデシュ・ベ

ナン・ブルキナファソ・ウガンダの 4か国を活動場所として、食料面での自立に向けた住民自身による
コミュニティ開発の支援、およびこれに付随する食料に関する住民の啓発、青少年の育成、世論喚起の

ための活動を行った。特にブルキナファソにおいては、本年度より新たな事業地での支援に着手した。

住民主導によるコミュニティ開発を実現するための手段として、着手当初より参加型アクションリサー

チ (PAR)の手法を採 り入れて事業を推進した。またウガンダにおいては、メイズ (ト ウモロコシ)を

自分たちの手で加工販売するための、協同組合所有の製粉所が 5月 に竣工し、収入創出活動の具現化が

進められている。

また(2)国内における知識普及並びに行動喚起を行う啓発事業として実施した、国内外の食料システムの

現状と今後に関する知識の普及をはかる活動として特筆すべきことは、国連食糧農業機関 (FAO)駐 日

連絡事務所が特別協力する啓発イベント「世界食料デー月間」の事務局団体を本年度も務めたことであ

る。フー ドロスや SDGsに対する社会的関心の高まりを背景に、イベントヘの賛同団体が昨年と比べ倍

増。来年度も当団体が事務局を務める形で更に活動の輪を拡げていくことを見込んでいる。これらの取

り組みと連動して、従来から協力いただいている日本各地の生活協同組合、および都内や首都圏を中心

に企業等を巻き込みながら、21回 目となる「書損じハガキ回収キャンペーン」を実施。前年以上に多く

の方に参加いただく結果となった。

<定款改定に伴う事業区分に関する注記>

現定款の「(1)開発途上国における地域開発事業。」については、2022年 12月 改定前の旧定款第 5条が定

める事業(1)～ (ののうち、開発途上国にて実施する活動を集約したものである。

「(2)日 本国内における知識普及並びに行動喚起を行う啓発事業。」については、旧定款第 5条が定める事

業(2)～ (4)の うち日本国内で行われている活動に加え、実態に即し、 1日定款では事業としての定義を行っ

ていなかった (事業として以外にも、定款上の定義がなかった)「書損じハガキ回収キャンペーン」等の

活動を、啓発事業の一部に位置付けるものとしている。本事業報告は現定款に定める事業の定義に則っ

ている。

<現定款第 5条が定める事業>

(1)開発途上国における地域開発事業。

(2)日 本国内における知識普及並びに行動喚起を行 う啓発事業。

<旧定款第 5条が定める事業>

(1)飢餓解決につながる開発途上国における地域開発事業。

[こ こに入力



(2)飢餓解決に寄与する政策提言並びに提言を後押しする世論喚起を行うア ドボカシー事業。

(3)飢餓に関する知識普及並びに行動喚起を行 う啓発活動事業。

(4)飢餓解決に青少年の能力を最大限活用し、将来も飢餓解決に寄与する人材を育てる青少年育成事業。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【186,067】 千円)
定款
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受盗
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

開発途上国に
おける地域開
発事業。

バングラデシュにおける
参加型アクションリサー
チ (PAR)を採り入れた、
住民自身による地域開発
活動の立案・実施・評価の
支援。

通年

バングラ

デシュ人

民 共 和

国・カリ

ガ ン ジ

郡、ボダ

郡

7人

活動地に

在住する

飢餓に苦

しむ主に

女性

692名

71,426
千円

ベナンにおける_地域開発
の担い手である「地域のア
クター」が、自立して活動
計画・実施評価が出来るこ
とを目標とした、能力強化
の支援。

通年

ベナン共

和国 ロゼ

郡

7人

活動地に

在住する

飢餓に苦

しむ主に

女性

353名

ブルキナファソ新事業地
における、当初からの参加
型アクシ ョン リサーチ
(PAR)を採り入れた、住
民主導によるコミュニテ
ィ開発の支援。

通年

ブルキナ

ファソ共

和国 ロガ

オンゴ郡

3人

活動地に

在住する

飢餓に苦

しむ村民

8,186名

ウガンダにおける、パート
ナーである 4つの協同組
合による収入創出事業や
啓発活動の実施に連動さ
せた、能力強化の支援。

通年

ウガンダ

共和国・

ワキソ郡

6人

活動地に

在住する

飢餓に苦

しむ農民

1,200名

日本国内にお
ける知識普及
並びに行動喚

襲 Fう
啓発

世
革
フー ド
い手の

Dzi ii
ン」の

ャ ン

年 1回・

12 月 か

ら翌年 5

月末

主に東京

都内
10人

世界の飢

餓問題に

関心のあ

る都内を

はじめ日

本国内の

一般市民

80,000
名

114,641
千円



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 活動計算書 (その他事業が全登場合)
特定非営利活動法人

2

印刷製本費
通信運搬費

2

事 業 報 告 用

861

394,627

科 目 金   額

943,000
10,973,500

11,916,500

240,324,398
240,324,398

277,247
277,247

243,346
0

243,346
(1)開発途上国における地域開発事業。収益
(2)日 本国内における知識普及並びに行動喚起を行 う啓発事業。収益

受取寄附金

受取助成金等

1

5

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取利息
為替差益
雑収益

246,932
3,440,794
1,107,017

4,794,743

257.556.234
3】 経 常 費 用

840,000
66,796,609
8,341,218
2,591,490
950,158

79,519,475

印刷製本費
通信運搬費
旅費交通費
地代家賃
水道光熱費
支払手数料
消耗品費
図書費
会議費
諸会費
報酬
租税公課
保守・修繕費
広告宣伝費
支払寄付金
減価償却費
保険料
雑費

1

(2 その

役員報酬
給料手当
法定福利費
福利厚生費

32,786,754
18,176,127
9,865,783
9,291,987
945,314
8,649,181
2,598,778
55,621
2,590,990
103,954
9,369,363
170,455
1,028,753
323,098
8,269,724
2,124,246
145,557
51,955

106,547,640

186.067.115

F理費

360,000
20,210,227
2,975,650
662,048
346,540

24,554,465(1)人件費
役員報酬
給料手当
法定福利費
福利厚生費
退職給付費用

小 計 ・ 合 計



旅費交通費
地代家賃
水道光熱費
支払手数料
消耗品費
図書費
会議費
諸会費
報酬
租税公課
研修費
保守・修繕費
減価償却費
雑費

2,302,915
3,357,977
277,922
4,418,989
694,880
1,700
6,709
140,975
7,349,113
800
91,440
66,000
575,627
81,930

44,316,930
230.384.OZ

当 期 経 常 増 減 額 A B 27.172.1

D

当 期 経 常 外 増 減 | C D ・・・〈②
27.172.1

0

79,528.985
106,701,174



別紙

科 目

開発途上国における
地域開発事業

日本国内における
啓発事業 事業部門計

I 経常支出の部
(1)人件費

役員報酬 ¥0 ¥840,000 ¥840,000

給料手当 ¥26,091,832 ¥40,704,777 ¥66,796,609

法定福利費 ¥3,355,280 ¥4,985,938 ¥8,341,218

福利厚生費 ¥2,511,256 ¥80,234 ¥2,591,490

退職給付費用 ¥339,758 ¥610,400 ¥950,158

人件費計 ¥32,298,126 ¥47,221,349 ¥79,519,475

(2)その他の経費

印刷製本費 ¥870,566 ¥31,916,188 ¥32,786,754

通信運搬費 ¥1,163,078 ¥17,013,049 ¥18,176,127

旅費交通費 ¥6,724,889 ¥3,140,894 ¥9,865,783

地代家賃 ¥3,496,094 ¥5,795,893 ¥9,291,987

水道光熱費 ¥709,454 ¥235,860 ¥945,314

支払手数料 ¥178,603 ¥8,470,578 ¥8,649,181

消耗品費 ¥2,289,807 ¥308,971 ¥2,598,778

図書費 ¥50,996 ¥4,625 ¥55,621

会議費 ¥2,590,990 ¥0 ¥2.590,990

諸会費 ¥43,954 ¥60,000 ¥103,954

報酬等 ¥9,269,363 ¥100,000 ¥9,369,363

租税公課 ¥170,455 ¥0 ¥170,455

研修費 ¥0 ¥0 ¥0

保守・修繕費 ¥1,028,753 ¥0 ¥1,028,753

広告宣伝費 ¥250,798 ¥72,300 ¥323,098

相談料・業務委託費 ¥0 ¥0 ¥0

支払寄付金 ¥8,269,724 ¥0 ¥8,269,724

減価償却費 ¥1,874,682 ¥249,564 ¥2,124,246

保険料 ¥145,557 ¥0 ¥145,557

雑費 ¥13 ¥51,942 ¥51,955

雑損失 ¥0

為替差損 ¥0 ¥0 ¥0

その他経費計 ¥39,127,776 ¥67,419,864 ¥106,547,640
△
,コ =_L口1 ¥71,425,902 ¥114,641,213 ¥186,067,115



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ハンガー・フリー・ワーノ

金  額 小計 。合計

111,506,332
21

136.591.(

1

3

ソフ トウェア
(2)

現金預金
貯蔵品
前払金
前払費用
短期貸付金

建物
建物付属設備
車両運搬具
器具備品
土地

長期貸付金
差入保証金

2,919,072
3,815
916,177
2,668,541
12,034,046

18,541,65

169,884
169,884

1,926,090

20_637.61

【A】 資 産 合 計 ①十② 157,228,663

退職給与引当金

の

未払金

預り金
支部損失引当金

15,936,326
2,195,724
31,477,017

49.609,067

918,422

918,422
50,527,489

79,528,985
27.172,189

106.701.174

B-2

157,228,663【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

科 日



特定非営利活動法人 ハンが一つリーワールド

財務諸表の注記

1重要な会計方針
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 、2017年 12月 12日最終改正、NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1) 棚卸資産の評価方法及び評価基準
貯蔵品・・・・・・ 最終仕入原価法による原価法を実施しています。

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産・・・・・・ 定額法による減価償却を実施しています。
無形固定資産・・・・・・ 定額法による減価償却を実施しています。

(3)    引当金の計上基準
支部損失引当金 :バングラデシュ支部とウガンダ支部の地域開発事業にかかる支出に備えるため、今後発生すると見込まれる額を計上しています。
退職給与引当金 :バングラデシュ支部職員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務の見込み額に基づき計上しています。

(4)    消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、免税のため税込方式となつています。

2事業費の内訳
別紙参照

3使途等が制約された寄付等の内訳

使途等が制約された寄付金等の内訳(正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。当法人の期末時点で使途が制約されていない正味財産は106,701,174円 です。

(単位 :円 )
内  容 期首残高 期末残高 備   考

受取寄付宝

開発途上国における地域開発事業 (ベナン)

開発途上国における地域開発事業 (ブルキナファソ)

開発途上国における地域開発事業全般

受取助成金等

パブリックリソース財団

開発途上国における地域開発事業 (ペナン)

開発途上国における地域開発事業 (ブルキナファソ)

0

0

0

0

1.210,416

41,815

3.357.190

71,400

47.143

1.210.416

41.315

3.357.,90

71,400

47,143

0

0

0

0

0

合  計 4727964 4727964

4固定資産の増減内訳
科 目 取得 減少

有形固定資産

建物

建物附属設備

車両運搬具

工具器具備品

土地

無形固定資産

ソフトウェア

投資その他の資産

長期貸付金

差入保証金

合 計

11.659.503

702,397

20,514.846

6,353,993

12,034,046

306,288

698.160

1.522.730

0

0

0

1,354,049

0

0

0

0

0

0

0

0

0

136.404

294.800

0

11.659.503

702.397

20.514.846

フ,708.042

12,034.046

169,884

403,360

1.522.730

8,740.431

698.582

19,598.669

5,039,501

2.919,072

3.815

916.177

2,668.541

12.034,046

:69,884

403,360

1.522,730

53791963 1354049 431204 54714808 34077183 20,637.625

5偶発債務

当法人はウガンダ支部の前事務局長より、解雇が不当であるとして401,867米 ドル(54,352,512円 )の損害賠償請求を受けております。
当法人といたしましては、同人の請求は根拠がないものと考えており、当法人の正当性を主張し、係争中です。また、当法人が資金の不正流用により損害を被つたことに対する賠償
請求をウガンダ支部の前事務局長に求めて係争中です。



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

ンヽガー・フl ル |

単位 :円

50,000
25,917
170,855

246,772

45,532,510
14,843,194
7,608,629
504,964
16,520,915
６４

４７

３２

６４

４０

111,259,560

21,875,056
21,875,056

2,285,494

644,156
644, 156

普通預金
三井住友銀行 神 田支店 6
三井住友銀行 神 田支店  6
三井住友銀行  千代田営業部 
三井住友銀行 飯田橋支店
三菱UFJ銀行 神保町支店  
ゆうちょ銀行 0
バングラデシュ預金
ベナン預金

ウガング預金
ブルキナファソ預金

短期貸付金

協同組合 (ウ ガンダ)

現金

二よう11』現金国の外貨

貯蔵品

切手

前払金

ウガンダ前払
バングラデシュ前払
ベナン前払

前払費用
1月 分の家賃・更新料

280,000
280,000

1産 合計 C)
ヨ資産

2,919,072
2,919,072

3,815
3,815

916,177
916,177

2,668,541
2,668,541

(ヘリン、フ
・ルキナファソ・ウカ

・ング)ワ ゴン車 (′ ンヾグラデシュ)

工具器具備品

電話機・複合機・ パソコン・発電機他

車 両運搬具

四輪駆動3台

(1)有形固定資産
建物
バングラデ シュ

建物附属設備

電気工事他

土地
ハングラデンユ 12,034,046

12,034,046

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

本部 ソフ トウェア 169,884

169,884

403,360
403,360

(3)投資その他の資産
長期貸付金

協同組合支援 (ウ ガンダ)

差入保証金

山商籐賃貸借
ベナン差入保証金

1,522,730

【A】 資 産 合 計 ①+② 157.228.663

】 負 債 の 部

6,575,084

2,686,654
3,752,089
887,121

2,035,378

15,936,326

2,195,724
2,195,724

未払金
積水樹脂商事 12月 回収封筒制作費等
給与12月 分
バングラデシュ
ウガンダ文部
その他

預 り金

社会保険、バングラデシュ、ベナン、預 り金

支部損失引当金
女子学生のための奨学金 (バ ングラデシュ)協同組合支援 (ウガンダ) 31,477,017

31,477,017

流 ] 合 計 ③ 49 609 06

退職給付引当金
バングラデシュ従業員分 918,422

918,422

【|

Ｆ

Ｉ

Ｉ

Ｉ
Ｌ

申日
=色 倍 合計 ④ 918_422

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 50.527.489

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 106.701.174



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

年度年間役員名簿 Jl驚雅だぢF槻高離iξ鮮轟羅留詰電編
所並

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

/^ヽ

暖ヲ
・監事

ハラタ
゛
 マリコ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日原田 麻里子

/~ヽ

暖ヲ
・監事

ニシオカ ハルナ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日西岡 はるな

/~ヽ

り・監事
ワタナベ ナミコ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年   月   日

年  月  日渡邊 奈美子

′
４
■

/~ヽ

暖ヲ
。監事

コハ`
｀
ヤシ タケシ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日小林 毅

/~ヽ

くlヲ・監事
z):" )v :l)' 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年 月 日籠島 康治

ｒ
Ｏ

/~ヽ

り・監事
イシカワ ケイ 令和4年 1月 1日

令和4年 3月 26日

年  月  日

年 月 日石川 圭

7
/~ヽ

使蓄井監事
ミキコトハ
゛

令和4年 10月 16日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日三木 言葉

8
/~ヽ
理事。∪

オオシマ ヒトシ 令和4年 1月 1日

令禾口4年 12月 31日

年  月  日

年 月 日大島 仁志

9
/~ヽ
理事。リ

エイナヤ ヒロマサ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年 月

月

日

日年新名谷 寛昌

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

位赳壁墾壁勘墜人生塑主二_2上
=■
三z二上E



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人ハンガー・フリー・ワール ド

氏   名

1

吉田 千代子

2

金久保 修市

3

立山 誓―

4

森 裕之

5

栗原 弘美

6

齊藤 恵一郎

7

宇田川 晴男

8

藤原 康雄

9

小林 博子

10

犬嶋 由香里

11

金子 陽―朗

12

水上 奈々美


